
三和町（さんわまち）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
たての きじゅうろう

舘野 喜重郎長
（74 歳）

任期
H13.9.12～

H17.9.11

助役 清宮 正人 収入役 欠員

②議会(H16.5.1 現在)

議長 靍見 進 副議長 増田 悟

任期 Ｈ20.2.10 定数 22 名 現議員数 22 名

党派別 自民 1 公明 3 無 18

③職員数（H15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

279 239 173 40

一般行政職の

平均給料月額
334,091 円

ラスパイレス

指数
101.1

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 284 283 283

④機構図(H16.4.1 現在)

＜町長＞―＜助役＞―

総 務 部―総務課,秘書課,交通防災課,企画課

合併推進室,財務課,税務課

民 生 部―町民課,福祉課,介護保険課,保険課,生活環境課,

健康推進課

産業建設部―産業課,土地改良課,都市計画課,建設課,下水道課

＜収入役（会計課長職務代理）＞―会計課

＜国保診療所＞―国保診療所事務局

＜水道事業管理者＞―水道課

＜教育長＞―

教 育 次 長―学校教育課,指導室,生涯学習課,社会体育課

（図書館資料館事務局）,（学校給食センター）,

（公民館事務局）

＜議会＞―議会事務局

＜行政委員会＞

農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 2月 11 日 合体 幸島村 八俣村 名崎村

「三和村（みわむら）」

昭和 44 年 1 月 1 日 町制施行（名称変更）

「三和町（さんわまち）」

②地勢・風土等

関東平野の中央,首都 60km 圏内の県南西部に位置し,町全

体が平坦な地形で,中小河川に沿って帯状の田畑が南北に

連なり,水と緑が豊富に残っている。

畑作を中心とした農業が盛んで,首都圏の生鮮食料品の供

給地として発展している。また,人口の増加とともに宅地化も

進んでおり,生活基盤整備をはじめ,芸術や文化活動の振興に

も力を入れる新しいまちづくりを進めている。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 18,051 19,962 19,785 19,899

女 18,113 19,897 19,933 19,548
人

口

(人) 合計 36,164 39,859 39,718 39,447

世帯数 9,280 10,979 11,447 12,342

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 15,480 15,418 30,898 13.0％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 939 億円 就業者 1人当たり 6,281 千円

住民所得 965 億円 人口 1 人当たり 2,430 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 3,858 4.0％ 1,754 8.5％

第 2 次 30,623 32.0％ 9,357 45.2％

第 3 次 61,182 64.0％ 9,395 45.3％

総額・総数 95,663 ― 20,720 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
1,566 2,352 7,350

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
185 3,313 54,743

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
354 2,285 52,591

④特産物

バラ（銘柄産地）、ほおずき、醤油、白菜、キャベツ、そば粉、にんじん

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>306-0198 猿島郡三和町大字仁連 2065

<Tel> 0280-76-1511 <Fax> 0280-76-8740

<HP>http:// town.sanwa.ibaraki.jp

<e-mail>info@town.sanwa.ibaraki.jp

ロゴマーク

類型 8-3 ｺｰﾄﾞ番号 085430 面積 49.78k ㎡

市町村圏

特定農山村

指数票選定

消防救急、運動公園、

特殊湛水防除、老人ホーム、

ごみ処理、屎尿処理、

火葬場、下水道、診療所

上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 9,761,931 9,487,376 -2.8

歳 出 9,173,199 8,847,259 3.7

形式収支 588,732 640,117 ―

実質収支 482,395 383,545 ―

単年度収支 -105,076 -98,850 ―

実質単年度収支 -103,161 -98,058 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 9,487 ― -47 -0.5

地方税 3,222 34.0 37 1.1

地方交付税 2,914 30.7 -174 -5.2

国庫支出金 455 4.8 91 21.5

地方債 566 6.0 33 11.2

うち臨財債費 355 3.7 ― ―

その他 2,331 24.6 ― ―

歳 出 8,847 ― 54 0.6

義務的経費 3,605 40.7 0 0

人件費 2,007 22.7 36 1.8

扶助費 789 8.9 75 10.8

公債費 809 9.1 -72 -7.1

投資的経費 1,178 13.3 ― ―

普通建設事業費 1,178 13.3 112 9.3

うち補助 108 1.2 9 9.2

うち単独 973 11.0 82 7.9

その他の経費 4,064 45.9 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 2,961 百万円

基準財政需要額（H15） 5,388 百万円

標準税収入額等（H15） 3,873 百万円

標準財政規模（H15） 6,290 百万円

財政力指数（H13～15） 0.529

経常収支比率 82.4 ％

公債費負担比率 10.1 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.2 ％

税の徴収率（過年） 18.7

税の徴収率（現年） 96.2

税の徴収率（合計） 87.0
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 6,972,959 101.5

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 2,117,976 －

実質債務残高(C=A+B) 9,090,935 132.3

積立金現在高（D） 3,740,723 54.4

将来にわたる財政負担（E=C-D） 5,350,212 77.8

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

1,500,257 1,300,521市町村民税

（構成比） （40.5） （40.4）
86.7

1,872,747 1,598,868固定資産税

（構成比） （50.6） （49.6）
85.4

328,975 322,557その他の税

（構成比） （8.9） （10.0）
98.0

合計 3,701,979 3,221,946 87.0

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 6 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 3 校 病院・診療所 27 ヶ所

幼稚園 8 園 道路改良率 49.9％

保育所 4 ヶ所 道路舗装率 50.8％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 84.8％

公営住宅 20 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 2 ㎡ 上水道等普及率 71.0％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 30.4％

体育館 1 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
127.0％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名 称
期

間
内 容

概 算

事業費

新庁舎建設事業

H13

～

H16

新庁舎建設（本体工事Ｈ15～

H16、H16.8 月竣工予定））
1,980

新庁舎におけるネット

ワーク構築事業
H16

新庁舎建築事業に伴う基幹系・

情報系等のネットワークを新設
18

都市計画道路整備

事業

H10

～

H19

都市計画道路大和田・仁連線

L＝3,150ｍ、W＝18m

（本体工事、用地買収）
2,461

消防機械器具置場

兼詰所整備事業
H16 消防団詰所の建替工事（２施設） 35

まちづくり推進事業 H16

文化のまちづくり助成事業、コミュニ

ティづくり事業、三和町くらしのカレン

ダーの作成など
14

医療福祉事業 H16

乳幼児医療費助成事業

３歳未満児（医療福祉該当者の自己

負担金）3～5 歳児（自己負担金の１/

２）

14

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・少子高齢化社会への対応

・行政改革の推進

・高度情報化の推進

・ごみ等の不法投棄撲滅

・市町村合併の推進

＜特色ある行政＞

・コミュニティ推進事業

・5 歳未満児の医療費自己負担分助成事業

・CI 推進事業

・まちづくり出前講座


